
























国名 調査年 データソース ISCO Code
日本
1963 1974 1980 1990 2000 2008
労働力調査（1963-2008）
58（1963）
2,210 3,410 4,380 6,900 8,560 9,500 68（1974-2008）
83.3% 83.3% 83.1% 86.1% 88.1% 92.0%
アメリカ




7,544 11,367 16,007 20,089 25,964 31,546 68（1980-2000）
86.7% 90.1% 90.0% 92.1% 93.7% 94.7% 88（2008）
イギリス
1961 1971 1981 1994 2000 2007 Population Census（1961- 
1981），Labour  Force 
Survey（1994-2007）
58（1961）
2,110 2,787 4,138 5,052 5,936 7,825 68（1971-1981）
89.0% 90.0% 92.0% 85.3% 84.9% 86.2% 88（1994-2007）
フランス




1,811 3,366 ― 4,095 7,572 8,360 68（1975-1990）
81.7% 88.8% ― 88.4% 95.6% 95.2% 88（2005-2008）
　注 ：経済活動人口における集計。なお，次の職業区分をプロフェッショナルと見なしている。ISCO-58・68では



































は「内部労働市場論」（1）によって概念的に特定化されてきた（Kerr 1954；Doeringer and Piore 






















































































































































































































































職業ごとに形作られる労働市場は「職業別労働市場」と今日では呼ばれている（Ariga et al. 
1997；Marsden 1999など）。しかし，後者はかつて「クラフト型労働市場」と呼ばれていた（Kerr 


































































看護師（准看護師を含む） 1198950 15.7% 看護師（准看護師を含む）15.7%
保育士 472040 6.2% 保育士 6.2%
システムコンサルタント・設計者 447520 5.8% システムコンサルタント・設計者5.8%
小学校教員 414330 5.4% 小学校教員 5.4%
その他の社会福祉専門職業従事者326090 4.3% その他の社会福祉専門職業従事者4.3%
ソフトウェア作成者 312240 4.1% ソフトウェア作成者4.1%
電気・電子・電気通信技術者（通信ネットワーク技術者を除く）280580 3.7% 電気・電子・電気通信技術者（通信ネットワーク技術者を除く）3.7%
高等学校教員 277490 3.6% 高等学校教員 3.6%
中学校教員 240990 3.1% 中学校教員 3.1%
土木・測量技術者 230450 3.0% 土木・測量技術者3.0%
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ブラダーの上位層ほど高くなる傾向が見られるだろう（Althauser and Kalleberg 1981）。すると，
例えば年長医師と若年医師の間には賃金・技能格差が生まれることになる。この職業内部のヒエラ
ルキー化は時に経済効率を損なうリスクを孕むことになるが，その一方でプロフェッショナルの職
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